様式第１号（その３）（第５条関係）
　　年　　　月　　　日　
（宛先）下関市長　　
　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　申請者　　名称　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（TEL　(　　)　　　　　）

下関市商店街等競争力強化事業費補助金交付申請書

下関市商店街等競争力強化事業費補助金に係る事業を実施するため、下関市商店街等競争力強化事業費補助金交付要綱第５条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請します。
記
１　補助対象事業の名称及び区分
・駅前商業活性化事業（プレミアム付商品券事業・誘客促進事業（（１）送客バス運行事業
（２）イベント開催等支援事業））
・駅前商業施設魅力向上事業（テナント誘致支援事業・公益的施設整備等事業）
２　補助金交付申請額　　　金　　　　　　　，０００円
[補助金申請額算出内訳]　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	補助対象事業に　要する経費
	補助対象経費
	負　　担　　区　　分

	
	
	市負担分
	自己負担分
	その他

	
	
	
	
	


※補助金申請額　１）プレミアム付商品券事業　補助対象経費×１０／１０（1,000円未満切捨て）
２）誘客促進事業【送客バス運行事業】　補助対象経費１/２(1,000円未満切捨て)
　　　【イベント開催等支援事業】　補助対象経費×２／３ (1,000円未満切捨て)
　　　　　 ３）テナント誘致支援事業　【第１種店舗】補助対象経費×１／２ (1,000円未満切捨て)及び補助対象床面積×10,000円(1,000円未満切捨て)
【第２種店舗】補助対象経費×１／３ (1,000円未満切捨て)及び補助対象床面積×10,000円(1,000円未満切捨て)
　　　　　　 ４）公益的施設整備等事業　補助対象経費×１／２（1,000円未満切捨て）
※補助金申請額算出内訳の記入に当たっては、消費税及び地方消費税相当額を含めないこと。

３　補助対象事業の開始予定日　　　　　　年　　月　　日
４　補助対象事業の完了予定日　　　　　　年　　月　　日

注）添付書類 ア　事業実施計画書（別紙１（その３））
　　　　　　 イ　収支予算書（別紙２）
　　　　　　 ウ　商業団体等の概要書（別紙３（その１））又は大規模小売店舗立地法特例区域内事業者の概要書（別紙３（その３））
　　　　　　　　 ※駅前商業活性化事業の場合は、特例区域内事業者又は特例区域周辺商業団体等ごとに提出すること。
　　【テナント誘致支援事業のみ】
　　　　　　 エ　店舗区分評価表（別紙４）
　　【以下、共通】
　　　　　　 オ　事業に係る見積書の写し、仕様書等
　　　　　　 カ　事業の実施を事業者もしくは団体として意思決定したことを証する議事録等の写し
　　　　　　 キ　大規模小売店舗立地法特例区域内事業者又は特例区域周辺商業団体等の登記簿謄本、定款（任意団体にあっては、規約又はこれに準ずるもの）
　　　　　　 ク　大規模小売店舗立地法特例区域内事業者又は特例区域周辺商業団体等の役員名簿、団体員名簿
　　　　　　 ケ　事業の実施に当たって許認可を要するものについては、その許認可書の写し

別紙１（その３）
事業実施計画書
	実施する補助対象事業
	駅前商業活性化事業
	新　　規　・　継　　続

	
	駅前商業施設魅力向上事業
	新　　規　・　継　　続

	補助対象事業の区分
	

	実施（予定）期間
	年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日

	実施（予定）場所
	

	補助対象事業の
具体的内容・目的
	

	補助対象事業の必要性
	

	補助対象事業の効果
	

	補助対象事業の効果の
測定方法
	

	貴団体の特色
商店街等の特徴等

又は

実施（予定）場所の特色
	



別紙２
収　支　予　算　書
収入の部
	科目
	予　算　額　（円）
	備　　　　考

	自己資金
	
	

	補助金等
	
	

	
	下関市補助金
	
	

	
	その他
	
	

	借入金
	
	借入先

	
	
	借入先

	寄附金
	
	

	その他収入金
	
	

	合計
	
	


《記入上の注意》
１　自己資金欄は、備考欄に明細を記入してください。
　　２　補助金等は、申請額を記入してください。
　　３　借入金欄は、借入先を記入してください。
　　４　税抜き金額を記入してください。










支出の部
	費　　　目
	予　算　額（円）　
	算出の根拠

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　　　計
	
	


《記入上の注意》
　　１　支出については、実施する補助対象事業ごとに区分して記入してください。
　　２　記入欄が不足する場合は、適宜別に記載した書類を添付してください。
　　３　税抜き金額を記入してください。

別紙３（その１）
商業団体等の概要書
１　団体の名称
２　所在地
３　代表者職氏名
４　設立年月日　　　　　　　　年　　月　　日
５　会員数　　　　　　　　　　　　　　人
６　補助制度等の利用実績（申請年度から過去３年間）
	実施事業
	事業実施年月日
	利用した補助制度
	補助利用額
（千円）

	
	
	区分
	補助(助成)事業名
	

	
	年　　月　　日
	国・県・市・その他
	
	

	
	年　　月　　日
	国・県・市・その他
	
	

	
	年　　月　　日
	国・県・市・その他
	
	



７　団体が実施している商業振興に関するソフト事業及び所有する施設等
	事業名
	事業内容
	所有施設等
	設置年月日

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

















別紙３（その３）

大規模小売店舗立地法特例区域内事業者の概要書

１　名称
２　所在地
３　代表者氏名
４　設立年月日　　　　　　　　年　　　月　　　日
５　従業員数　　　　　　　　　　　　　　　　人
６　事業内容






















別紙４

[bookmark: _GoBack]
image1.emf
第１種店舗：７０点以上、第２種店舗：５０点以上７０点未満

運営戦略や経営計画上の重要性・必要性 （＊該当するすべてを加算）

□ 2点

□ 2点

□ 3点

□ 3点

□ 5点

□ 5点

大型商業施設全体への貢献 （＊（１）と（２）の合計値）

（１）当該テナント出店による利用者数の増加見込み （＊いずれかを選択）

□ 5点

□ 6点

□ 7点

□ 8点

□ 10点

（２）当該テナント出店による売上額の増加見込み （＊いずれかを選択）

□ 5点

□ 6点

□ 7点

□ 8点

□ 10点

誘致するテナントの実績 （＊該当するすべてを加算）

□ 5点

□ 5点

誘致するテナントの知名度・人気度 （＊いずれかを選択）

□ 3点

□ 6点

□ 12点

□ 20点

誘致するテナントの希少性 （＊いずれかを選択）

□ 0点

□ 5点

□ 10点

□ 12点

□ 12点

□ 15点

□ 20点

下関駅前の大型商業施設との親和性 （＊該当するすべてを加算）

□ 5点

□ 5点

テナント誘致支援事業　－店舗区分評価表－

配点20点

当該テナントの出店が運営戦略や経営計画に盛り込まれている

運営戦略や経営計画は時勢に整合した適切な内容である

当該テナント事業者は運営戦略や経営計画を理解し、協力的である

当該テナントが運営戦略や経営計画において必要不可欠な店舗としてとらえられている

当該テナントの出店がなければ運営戦略や経営計画を作り直さなければならず、それは容易では

ない

当該テナント事業者からの提案等で運営戦略や経営計画がさらに充実したものとなった

配点20点

配点10点

３％未満増加する

３％以上５％未満増加する

５％以上７．５％未満増加する

７．５％以上１０％未満増加する

１０％以上増加する

配点10点

３％未満増加する

３％以上５％未満増加する

５％以上７．５％未満増加する

７．５％以上１０％未満増加する

１０％以上増加する

配点10点

他市において当該テナントの出店が大型商業施設全体の利用者数を増加させた

他市において当該テナントの出店が大型商業施設全体の売上額を増加させた

配点20点

当該テナントはよく知られた地元単独店である

当該テナントはローカルチェーン店である

当該テナントはリージョナルチェーン店である

当該テナントはナショナルチェーン店である

配点20点

下関市内に複数店舗を展開している

下関市内に１店舗を展開している（今回、初めてチェーン展開する）

下関市初出店である

関門地域初出店である

山口県内初出店である

九州・山口県内で初出店である

上記以上の広域単位で初出店である

配点10点

駅前の大型商業施設への出店によって市民等の利便性向上が見込める

当該テナントの出店が大型商業施設の役割やブランドイメージを増進させる


